
※➀➁➂の写真は、第１回ワークショップの様子。第２回以降はオンラインで実施。➃は、タブロイド４ページです。
※今年度も本プロジェクトを実施します。詳細は、市ホームページなどでお知らせします。
問　秘書広報課　☎２１－１１２３

　別府市とビームスは、これまで「あたらしいみや
げもの」開発（BEAMS EYE on BEPPU）などを通じて、
別府の魅力を全国に発信してきました。
　今回の「BEPPU* Local Paragraphs」は、ビームス ディ
レクターズルーム監修の下、市内の大学に通う学生と
様々なジャンルで活躍するゲスト編集者で共同温泉や
個人店、学生寮・下宿など、別府の大切な文化資源を
題材にリサーチやワークショップを重ね、タブロイド
を制作しました。
　参加した学生からは、「改めて別府の魅力に気付く
ことができた。」、「プロの編集者から仕事や技術を体
験しながら学ぶことができた。」、「他大学の学生と交
流を持つことができた。」などの声が届いています。
　また、本プロジェクトをきっかけにゲスト編集者の
事務所で働きながら進路を考えている学生もいます。
　今後も本プロジェクトをさらに発展させて、別府の
未来につながる取組として実施していきます。

学生とゲスト編集者で

市報べっぷ 42021.6

立命館アジア太平洋大学３年

山本響さん

立命館アジア太平洋大学４年

金島未歩さん

別府大学２年 　

甲斐麻奈未さん

　 別府大学３年 　　

久門健太さん

BEPPU* Local Paragraphs 2020-2021

別府市 × BEAMS

　別府市役所２階秘書広報
課、ビームス大分（アミュ
プラザおおいた内）、立命
館アジア太平洋大学、別府
大学などで無料配布してい
ます（無くなり次第終了）。

70

60

50

40

30

20

10

0
19901990 1995

0

ポルトガル

日本

スペイン

アルゼンチン

チリ

オーストリア

フィンランド

ドイツ

オーストラリア

デンマーク

スウェーデン

ノルウェー

フランス

イスラエル

イギリス

アメリカ

アイルランド

ベルギー

オランダ 14.3

11.1

10.9

10.4

9.8

8.4

8.0

7.4

7.1

6.8

6.5

6.3

5.8

5.2

4.9

4.8

4.8

4.3

4.2

3.9

カナダ

2 4 6 8 10 12 14 16 （%）

2000 2005 2010 2015 2020 2050
（年）

STUDY # 1
Public

9.2

8.4

8.6

8.3

6.3

4.8

6.6

3.7

2.7

1.7

3.8

4.4

3.5

2.4

3.8

2.6

2.9

2.8

3.2

2.8

5.1

2.7

2.3

2.1

3.5

3.6

1.4

3.7

4.4

5.1

2.7

1.9

2.3

2.8

1.1

2.2

1.9

1.5

1.0

1.1

INTRODUCTION

□ 出典

国土交通省「国土の長期展望」

https://www.mlit.go.jp/common/000135838.pdf

日本の非営利団体による

付加価値の推移と見通し

（付加価値額：兆円）

ケースⅠ：対GDP比の増加量が一定（1990~2000年平均：毎年0.13％ポイント増）と仮定した場合

ケースⅡ：対GDP比が一定（2004年実績：4.2％）と仮定した場合

→ 推移

実績 ケースⅠ

有給スタッフ ボランティア

ケースⅡ

資本主義社会の市場原理に任せてしまうと、どうしてもお

金が儲かるサービスだけが生き残ることになってしまう。

さらに稀少なサービスであればあるほど高額になってしま

うため、資産をもつ者しかサービスを利用できないという

事態に陥ってしまいがちだ。これでは不公平が生まれ、公

共サービスの本質である「社会全体」に向けたものではな

くなってしまう。

　そこで近年注目されているのが、「ソーシャルセクター」

と呼ばれる分野・機関だ。国や地方自治体など「官」が担

う部分を指す「パブリックセクター」と、営利目的の私的

団体・企業など「私」が担う部分を指す「プライベートセク

ター」に対し、公共目的のための市民、すなわち「民」が担

う部分を指してそう総称される。具体的には、非政府組

織（NGO）や非営利団体（NPO）、市民団体など、社会課

題の解決を目的に組織された機関のことで、日本では「第

三セクター」と呼ばれることもある。

　こうしたソーシャルセクターが、行政と営利企業のあい

だに入り、社会課題の解決に向けた取り組みを主導的に

行っていくことで、行政任せでも営利協業による市場原理

任せでもない、新たな公共の仕組みが構築可能になるの

ではないかと、期待が寄せられている。

　社会全体がそこまで豊かではなかった時代、衣食住を

めぐるあらゆる生活上の営みは「パブリック」に属するもの

であり、地域やコミュニティの中でシェアされるのが当た

り前だった。それが所得の上昇に伴い、個人や家庭単位

に細分化・最適化された結果、暮らしのさまざまな機能

がシェアされることはなくなり、「プライベート」なものと

なって、いまに至っている。

　同様に、近世以前より地域や特定のコミュニティの中で

継承され、運営されてきた共同温泉は、近代市民国家の

成立によって「公共」という概念が生まれるよりもずっと前、

そもそもの成り立ちからして「公共空間」であり、湯につか

る以外にも多くの機能を果たす「場」であったはずだ。にも

かかわらず、上に述べた生活機能の細分化・プライベート

化によって、いつしか共同温泉は単なる「風呂に入るだけ

の場」となってしまった。

　そういう意味で、共同温泉を「ソーシャルセクター」とい

う、現代のフレームで捉え直すことは、失われた本来の役

割・機能を取り戻すことともいえるだろう。●

行政だけでない、ソーシャルセクターなどの多様な主体による地域づ

くりは、社会的サービスの多様化と充実、地域経済への波及など多面

的な意味をもつ一方、日本のソーシャルセクターの水準は諸外国と比

べて低く、今後、増加する可能性が高い。

　現代において「公共」といえば「行政が担うもの」という

認識が一般的だ。しかし、それは必ずしも絶対的なもの

ではない。そもそも、社会全体が大切だと考える価値（＝

公共的価値）を保存し、それをサービスとして提供する役

目を負っているのは、社会やコミュニティだった。それが

19世紀以降、国民国家の誕生に伴い近代市民社会がかた

ちづくられる中、市民が税金を払い、行政がその税金を

用いることで、社会全体にとって重要なサービスや財を管

理・運用するようになった。

　現在に至るまでこの仕組みが維持されてきたのは、そ

れが最も効率がよく、機能的であると考えられてきたため

だ。だが、市民が豊かになるに従って価値観が多様になり、

「社会全体にとって大切な価値とは何か」ということについ

ても、一様ではなくなってきた。結果、行政による公共サー

ビスも細分化されてきたが、一方で煩雑さが増し、誰に

向けて何をやっても多様なニーズに応えきれないという状

況が生まれている。

　さらに追い打ちをかけるのが、少子高齢化に伴う税収

減だ。生産年齢人口があふれていた時代ならまだしも、

限られた予算の中でなんとかしなければならないという中、

何に予算を割き、何を諦めるかという選別が必要になって

くる。また、その選別が厳密であればあるほど、「社会全体」

に対してのものだったはずの公共サービスは、「特定の誰

か」のためのものになってしまう。ニーズが多様化してい

る一方で、サービスは限定的になっていくというパラドッ

クスを抱えているのがいまの日本社会の公共を取り巻く状

況だといえる。

　少子高齢化社会を歩んでいくにあたり、既存の仕組み

が限界にきていることは明らかだが、社会全体が大切だ

と考える公共的なサービスは、みんなの市民生活にとって

必要不可欠なもの。だからこそいま、私たちは公共の未

来について考えなければならない。

　背に腹はかえられない行政によって進められてきたのが、

「公共サービスの民営化」だった。ビジネスの世界の競争

原理の中へさまざまなサービスを投じれば、少ないコスト

でよりよい公共サービスが提供されるようになるはず――

そんな発想のもと、一部で推し進められてきた流れだが、

越境するパブリック

近世、あるいはそれ以前より存在してきた公衆浴場。

とくに「共同温泉」とも呼ばれる地域密着型の浴場施設は別府市内だけでも141ヵ所*を数え、

まち中の奥まった路地や道端に突如として姿を現すその様子は、

「温泉都市別府」を象徴する光景となっている。

その名の通り、社会一般の民に開かれた「公共空間」として機能してきた公衆浴場／共同温泉だが、

一方で、日本における「公共」を取り巻く見通しは必ずしも明るいものではない。

そうした状況において、既存の共同温泉が担うことのできる公共的な役割とは何だろうか。

本グループでは、共同に期待される機能と課題を明らかにするとともに

同所を「ソーシャルセクター」と捉え直すことで補完可能な

公共の未来におけるあり方について検証、提案を行う。

*大分県「平成30年度 温泉利用状況報告書」

https://www.pref.oita.jp/uploaded/attachment/2075715.pdf
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共同温泉が補完する「公共」の未来
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� Team A

［立命館アジア太平洋大学 アジア太平洋学部4年］

［別府大学 文学部1年］

［別府大学 国際経営学部 年］

岡本大樹

平田理彩

関根由夏

� Team C

［立命館アジア太平洋大学 国際経営学部（休学中）］

［立命館アジア太平洋大学 国際経営学部4年］

［立命館アジア太平洋大学 アジア太平洋学部1年］

里村新太

� Team B

［立命館アジア太平洋大学 国際経営学部1年］

価値観の多様化が公共性をより困難にする データで見るソーシャルセクターの可能性

「民」主導のソーシャルセクターという選択

生活機能のプライベート化
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浴場の失われた「公共性」を

取り戻すために

□ 参考文献

『NEXT GENERATION GOVERNMENT 

 次世代ガバメント 小さくて大きい政府のつくり方』

（日本経済新聞出版、2019年）
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各国の生産年齢人口に占める

非営利セクター就業者の割合

少子高齢化に伴う税収減により目前に迫る行政サービス

の縮小と、それによってさらに引き起こされる人口減少。

旧態依然とした行政システムが疲労を起こす中、このデ

ス・スパイラルから抜け出すべく耳目を集めるのが、「ソー

シャルセクター」と呼ばれる機関だ。なぜいま「公共」に目

を向ける必要があるのか。なぜソーシャルセクターが注

目されるのか。共同温泉が補完する公共の未来について

考えていくにあたり、まずはこれらの前提を明らかにしよ
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と呼ばれる分野・機関だ。国や地方自治体など「官」が担

う部分を指す「パブリックセクター」と、営利目的の私的

団体・企業など「私」が担う部分を指す「プライベートセク

ター」に対し、公共目的のための市民、すなわち「民」が担

う部分を指してそう総称される。具体的には、非政府組

織（NGO）や非営利団体（

題の解決を目的に組織された機関のことで、日本では「第

三セクター」と呼ばれることもある。

　こうしたソーシャルセクターが、行政と営利企業のあい

だに入り、社会課題の解決に向けた取り組みを主導的に

行っていくことで、行政任せでも営利協業による市場原理

任せでもない、新たな公共の仕組みが構築可能になるの

ではないかと、期待が寄せられている。

　社会全体がそこまで豊かではなかった時代、衣食住を

めぐるあらゆる生活上の営みは「パブリック」に属するもの

であり、地域やコミュニティの中でシェアされるのが当た

り前だった。それが所得の上昇に伴い、個人や家庭単位

に細分化・最適化された結果、暮らしのさまざまな機能

がシェアされることはなくなり、「プライベート」なものと

なって、いまに至っている。

　同様に、近世以前より地域や特定のコミュニティの中で

継承され、運営されてきた共同温泉は、近代市民国家の

成立によって「公共」という概念が生まれるよりもずっと前、

そもそもの成り立ちからして「公共空間」であり、湯につか

る以外にも多くの機能を果たす「場」であったはずだ。にも

かかわらず、上に述べた生活機能の細分化・プライベート

化によって、いつしか共同温泉は単なる「風呂に入るだけ

の場」となってしまった。

　そういう意味で、共同温泉を「ソーシャルセクター」とい

う、現代のフレームで捉え直すことは、失われた本来の役

割・機能を取り戻すことともいえるだろう。

公共的価値）を保存し、それをサービスとして提供する役

目を負っているのは、社会やコミュニティだった。それが

19世紀以降、国民国家の誕生に伴い近代市民社会がかた

ちづくられる中、市民が税金を払い、行政がその税金を

用いることで、社会全体にとって重要なサービスや財を管

理・運用するようになった。

　現在に至るまでこの仕組みが維持されてきたのは、そ

れが最も効率がよく、機能的であると考えられてきたため

だ。だが、市民が豊かになるに従って価値観が多様になり、

「社会全体にとって大切な価値とは何か」ということについ

ても、一様ではなくなってきた。結果、行政による公共サー

ビスも細分化されてきたが、一方で煩雑さが増し、誰に

向けて何をやっても多様なニーズに応えきれないという状

況が生まれている。

　さらに追い打ちをかけるのが、少子高齢化に伴う税収

減だ。生産年齢人口があふれていた時代ならまだしも、

限られた予算の中でなんとかしなければならないという中、

何に予算を割き、何を諦めるかという選別が必要になって

くる。また、その選別が厳密であればあるほど、「社会全体」

に対してのものだったはずの公共サービスは、「特定の誰

か」のためのものになってしまう。ニーズが多様化してい

る一方で、サービスは限定的になっていくというパラドッ

クスを抱えているのがいまの日本社会の公共を取り巻く状

況だといえる。

　少子高齢化社会を歩んでいくにあたり、既存の仕組み

が限界にきていることは明らかだが、社会全体が大切だ

と考える公共的なサービスは、みんなの市民生活にとって

必要不可欠なもの。だからこそいま、私たちは公共の未

来について考えなければならない。

　背に腹はかえられない行政によって進められてきたのが、

「公共サービスの民営化」だった。ビジネスの世界の競争

原理の中へさまざまなサービスを投じれば、少ないコスト

でよりよい公共サービスが提供されるようになるはず――

そんな発想のもと、一部で推し進められてきた流れだが、

アジア太平洋学部アジア太平洋学部4年］

国際経営学部（休学中）］国際経営学部（休学中）］

国際経営学部国際経営学部4年］

アジア太平洋学部アジア太平洋学部1年］

国際経営学部国際経営学部1年］

「民」主導のソーシャルセクターという選択

生活機能のプライベート化

配布先

「他大学とのつながりができた。」「もっと別府が好きになった。」「またこの企画に参加したい。」と笑顔で話してくれました。

ラーニングチームで制作に関わった４人の学生

➀

　ゲスト編集者（桜井祐さ
ん、川田洋平さん、瀬下翔
太さん）がそれぞれ設定し
たテーマ「パブリック」「ナ
ラ テ ィ ブ 」「 ラ ー ニ ン グ 」
に分かれて制作しました。

３つの切り口から考察

➁

➂

➃

他大学の学生が協働して

別府暮らしを見つめる

別府のタブロイドを制作

ベップ　　　　　ローカル　　　　　パラグラフ


